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第１編 普通会計 

１ 決算規模・決算収支 

【決算規模】 

歳入 3 兆 1,147 億円（対前年度 ＋331 億円、＋1.1％） 

歳出 2 兆 9,718 億円（対前年度 ＋530 億円、＋1.8％） 

 決算規模は前年度に比べ、歳入は 1.1％増加、歳出は 1.8％増加しました。 
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【決算収支】 

実質収支 1,204 億円となり、昭和 52 年度以降 47 年連続して全市町村が黒字となりました。 

単年度収支 ▲218 億円となり、2 年連続赤字となりました。 

実質単年度収支 ▲198 億円となり、赤字に転じました。 
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市町村名 
歳 入 
総 額 

歳 出 
総 額 

形 式 
収 支 

実 質 
収 支 

単 年 度 
収 支 

実 質 単 年 度 

収 支 

さいたま市 6,823.4 6,675.6 147.8 119.6 60.0 60.0 

川越市 1,323.0 1,270.0 53.0 51.8 ▲ 33.7 ▲ 0.6 

熊谷市 802.6 747.4 55.2 46.8 ▲ 4.1 ▲ 2.1 

川口市 2,366.2 2,272.5 93.7 87.7 3.2 0.5 

行田市 321.6 297.4 24.3 21.9 ▲ 5.5 ▲ 4.1 

秩父市 332.4 307.3 25.1 17.1 ▲ 6.0 1.9 

所沢市 1,323.4 1,246.3 77.1 58.5 ▲ 41.3 ▲ 40.3 

飯能市 345.5 328.6 16.9 15.3 ▲ 5.1 ▲ 5.5 

加須市 476.0 443.7 32.2 22.8 ▲ 27.8 ▲ 4.1 

本庄市 347.4 322.7 24.7 21.8 ▲ 3.1 ▲ 2.6 

東松山市 376.4 358.6 17.8 12.7 ▲ 5.5 ▲ 6.4 

春日部市 964.2 936.3 27.9 24.4 ▲ 13.8 ▲ 23.6 

狭山市 543.4 532.7 10.7 6.7 ▲ 15.4 ▲ 9.8 

羽生市 237.5 216.0 21.4 18.2 1.5 ▲ 1.9 

鴻巣市 440.4 415.8 24.6 21.7 ▲ 1.9 ▲ 3.7 

深谷市 635.1 590.9 44.2 35.3 ▲ 1.6 6.0 

上尾市 795.2 760.9 34.3 32.6 1.4 10.6 

草加市 951.5 894.2 57.2 46.1 ▲ 13.1 ▲ 18.8 

越谷市 1,366.2 1,282.4 83.8 82.2 ▲ 16.1 ▲ 18.8 

蕨市 333.2 308.3 24.9 20.0 ▲ 5.4 ▲ 5.2 

 

 

市町村名 
歳 入 
総 額 

歳 出 
総 額 

形 式 
収 支 

実 質 
収 支 

単 年 度 
収 支 

実 質 単 年 度 

収 支 

戸田市 651.2 607.5 43.7 36.6 ▲ 8.3 ▲ 8.2 

入間市 494.8 482.6 12.2 10.0 ▲ 5.7 ▲ 7.7 

朝霞市 548.7 527.1 21.5 14.3 ▲ 11.5 ▲ 15.7 

志木市 296.1 278.3 17.8 16.9 ▲ 2.3 ▲ 1.7 

和光市 370.4 344.4 26.0 24.5 ▲ 4.1 ▲ 0.2 

新座市 656.0 633.1 22.9 17.6 ▲ 5.3 ▲ 13.0 

桶川市 281.0 272.1 8.9 8.4 1.0 ▲ 3.3 

久喜市 583.2 555.3 27.9 20.5 2.0 ▲ 15.7 

北本市 266.5 253.3 13.1 11.7 ▲ 1.0 ▲ 1.7 

八潮市 459.8 432.8 27.0 24.8 ▲ 6.4 ▲ 8.9 

富士見市 409.6 397.2 12.4 7.9 ▲ 1.1 ▲ 9.1 

三郷市 637.2 588.9 48.2 43.6 2.4 ▲ 2.7 

蓮田市 242.9 221.5 21.4 14.6 0.4 3.6 

坂戸市 373.0 353.4 19.6 17.0 ▲ 4.1 ▲ 5.2 

幸手市 198.4 186.5 11.8 10.6 ▲ 4.8 ▲ 3.5 

鶴ヶ島市 273.1 256.6 16.6 12.0 ▲ 5.7 ▲ 5.5 

日高市 229.4 218.2 11.2 6.2 ▲ 8.2 ▲ 1.3 

吉川市 276.1 262.3 13.8 11.9 0.8 ▲ 0.6 

ふじみ野市 518.3 495.5 22.8 17.9 ▲ 9.6 ▲ 9.6 

白岡市 205.4 188.8 16.5 11.7 2.9 1.7 

市 計 29,075.5 27,763.3 1,312.2 1,101.3 ▲ 201.6 ▲ 176.9 

令和 5 年度 市町村別普通会計決算収支の状況 
（単位：億円） 
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市町村名 
歳 入 
総 額 

歳 出 
総 額 

形 式 
収 支 

実 質 
収 支 

単 年 度 
収 支 

実 質 単 年 度 

収 支 

伊奈町 153.1 146.7 6.4 6.1 ▲ 0.4 ▲ 0.2 

三芳町 161.8 150.6 11.2 11.0 ▲ 3.1 ▲ 0.9 

毛呂山町 122.0 118.0 4.0 3.7 ▲ 1.0 1.3 

越生町 52.7 48.0 4.7 4.7 ▲ 0.4 1.2 

滑川町 83.1 80.0 3.1 3.0 ▲ 2.3 ▲ 3.3 

嵐山町 78.8 73.8 5.0 4.4 ▲ 0.3 ▲ 1.0 

小川町 107.6 101.8 5.7 3.9 ▲ 0.6 ▲ 4.5 

川島町 84.6 79.3 5.3 4.7 0.7 ▲ 1.0 

吉見町 80.2 74.1 6.2 5.4 ▲ 1.9 ▲ 1.4 

鳩山町 62.8 60.4 2.4 2.1 ▲ 0.5 1.1 

ときがわ町 66.2 62.6 3.6 3.3 0.7 1.7 

横瀬町 44.3 42.4 1.9 1.7 ▲ 0.9 ▲ 1.6 

皆野町 46.6 44.5 2.2 1.9 0.6 0.5 

長瀞町 39.4 36.5 2.9 2.5 0.8 0.8 

小鹿野町 74.3 69.8 4.5 4.2 ▲ 1.3 ▲ 1.2 

東秩父村 25.0 23.5 1.5 1.1 ▲ 0.2 ▲ 0.6 

美里町 63.9 58.1 5.7 4.2 ▲ 1.5 ▲ 1.5 

神川町 64.5 61.5 3.0 2.8 ▲ 1.3 ▲ 1.2 

上里町 117.3 111.3 6.0 5.7 ▲ 2.1 0.2 

寄居町 142.7 136.4 6.3 5.7 ▲ 1.9 ▲ 3.1 

 

 

市町村名 
歳 入 
総 額 

歳 出 
総 額 

形 式 
収 支 

実 質 
収 支 

単 年 度 
収 支 

実 質 単 年 度 

収 支 

宮代町 136.3 124.2 12.1 8.8 1.2 ▲ 0.3 

杉戸町 158.3 151.8 6.5 6.1 ▲ 0.2 ▲ 5.1 

松伏町 106.2 99.0 7.3 6.2 ▲ 0.3 ▲ 0.4 

町 村 計 2,071.6 1,954.3 117.3 103.0 ▲ 16.2 ▲ 20.7 

県 計 31,147.1 29,717.6 1,429.5 1,204.3 ▲ 217.8 ▲ 197.5 

 

－用語解説－ 
普通会計 

 市町村などの地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分整理されていますが、

各団体の特別会計の区分は画一ではありません。そのため、団体間や時系列での比較がで

きるように、一般会計とその他一般行政部門の特別会計を合わせて、普通会計として統計

上整理しています。 

形式収支 

 歳入総額から歳出総額を差し引いた額をいいます。 

実質収支 

 その年度の決算で、収支が赤字か黒字かを見るための指標で、形式収支から翌年度に繰

り越すべき財源（事業の繰越によって翌年度に確保すべき財源など）を差し引いた額をい

います。 

単年度収支 

 実質収支はその年度以前の累積された収支が含まれているため、その部分を除いたそ

の年度だけの収支の結果をいいます。 

実質単年度収支 

 単年度収支から実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）

を加え、赤字要素（財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額をいいます。 

（単位：億円） 
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２ 歳入 

（１）歳入構造 

  令和 5 年度の歳入は 3 兆 1,147 億円で、前年度に対して 331 億円（＋1.1％）増加しました。 

  歳入に占める割合は、多い方から市町村民税（39.6％）、その他（20.7％）、国庫支出金（20.1％）、地方交付税（7.0％）、地方債（6.1％）の順となり

ました。 

 

33.5%

40.0%

市町村税

39.6%

1.0%

0.6%

地方譲与税

0.6%

19.9%

6.1%

地方交付税

7.0%

14.3%

20.5%

国庫支出金

20.1%

6.3%

5.9%

都道府県

支出金

5.9%

4.2%

6.2%

地方債

6.1%

20.8%

20.7%

その他

20.7%

0% 25% 50% 75% 100%

町 村 計

（ 2,072億円）

市 計

（2兆9,076億円）

県 計

（3兆1,147億円）

歳入決算の構造



6 
 

46.9 45.2 44.5 45.4 44.2 45.9 44.9 

33.3 
37.9 39.3 39.6 

1.7 
0.7 0.7 0.7 0.7 

0.7 0.7 

0.5 

0.6 
0.6 0.6 

6.9 
6.5 6.6 6.3 

5.9 
5.7 5.8 

4.3 

6.9 
6.7 7.0 

8.5 14.6 15.1 15.6 
15.5 

15.6 16.2 
36.6 23.6 21.5 20.1 

3.2 

5.3 5.6 5.3 
5.3 

5.4 5.9 

4.8 

5.4 5.7 5.9 
10.8 

9.9 8.4 8.1 8.9 8.0 7.8 

6.1 

7.3 
5.6 6.1 

22.0 
17.8 19.1 18.7 19.6 18.8 18.6 

14.4 
18.3 20.5 20.7 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成16 26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5

歳入決算構成比の推移

市町村税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 都道府県支出金 地方債 その他

  

 

－用語解説－ 
地方税（市町村税） 

 地方公共団体が仕事を進めていくために根本になる財源で、その地域に暮らし、活動し、消費している個人や法人が負担しているものです。地方税には都道府県が課税する都道府県税と市町村

が課税する市町村税があります。 

地方債 

 地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度にわたり行われるものです。 
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（２）自主財源と依存財源 

  市町村の財源は、自主財源（市町村税など自主的に収入する財源）と依存財源（地方交付税など、国又は都道府県から交付される収入）に分けられ、

自主財源の多寡は市町村の財政運営の自主性、安定性に影響を与えます。 

  自主財源が財源全体に占める割合は 53.1％となっており、子育て世帯等臨時特別支援事業に係る国庫支出金の減少などにより、2 年連続で自主財源

の割合が依存財源を上回りました。
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（３）市町村税額の状況 

  令和 5 年度の市町村税額は 1 兆 2,323 億円で、個人住民税、固定資産税などの増加により、前年度に対して 199 億円（＋1.6％）増加しました。 
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（４）地方交付税額の状況 

  令和 5 年度の地方交付税は 2,191 億円で、普通交付税の交付額が増加したことなどにより、前年度に対して 131 億円（＋6.4％）増加しました。 

  

 －用語解説－ 

【地方交付税】 

 地方税は、地域によって人口や経済力に差があるため、どの地域も同じように徴収できるとは限りません。一方で、例えば生活保護などは、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同
じ内容でなければなりません。このように、一定の行政水準を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による税の再配分の性格を持っており、
国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税のそれぞれ一定割合と地方法人税の全額を財源としています。交付税には、一定の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に

応じて交付される「特別交付税」の 2 つがあります。 
 
【普通交付税】 

 普通交付税は各団体が標準的な行政運営を行っていくに当たって不足する財源を補うものです。各団体の普通交付税の額は、その団体の基準財政需要額（その団体の規模・保有施設等に応じた標
準的な行政経費）と基準財政収入額（その団体の地方税収入や地方譲与金等から算出される標準的な収入）との差によって求められます。よって基準財政収入額が基準財政需要額を上回る団体には
普通交付税は交付されません。 

普通交付税算定イメージ図              
【特別交付税】 
 基準財政需要額に含まれなかった特別の財政需要や基準財政収入額に過大に算入された財政収入、普通交付税の額の 

算定期日後に生じた災害等のための特別な財政需要等を考慮して決定されます。 
 
【震災復興特別交付税】 

 東日本大震災からの復旧・復興事業に係る地方負担分について、通常の特別交付税とは別枠で、被災団体における 
負担をゼロとするよう交付された特別交付税です。 
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３ 歳出 

（１）歳出構造 

  令和 5 年度の歳出は 2 兆 9,718 億円で、前年度に対して 530 億円（＋1.8％）増加しました。 

  地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を経済的性質に分類した「性質別分類」と、歳出を行政目的により分類した「目的別分類」があ

り、それぞれ以下のグラフのとおりとなっています。 
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性質別歳出決算の構造
義務的経費
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目的別歳出決算の構造

－用語解説－ 
性質別歳出 

 歳出を経済的性質によって、人件費、扶助費、物件費、普通建設事業費など、予算や決算の「節」の区分を基準として分類したものです。なお、経費を「義務的経費」、「投資的経費」、「その他

の経費」に分類することによって、財政の健全性、弾力性を見ることができます。 

目的別歳出 

 歳出を行政目的によって、「総務費」、「民生費」、「土木費」、「教育費」など、予算や決算の「款」、「項」を基準として分類したものです。 
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（２）性質別決算額の推移 

 扶助費は子ども・子育て支援制度に係る事業費の増加などにより、前年度に対して 494 億円増加（＋6.4％）しました。義務的経費全体では 525 億円増

加（＋3.6％）により、1 兆 5,219 億円となり、歳出に占める割合は 51.2％に上昇しました。 
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 投資的経費は 368 億円増加(＋13.5％）により、3,091 億円となりました。歳出に占める割合は 10.4％に上昇しました。 
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－用語解説－ 
義務的経費 

 「人件費」、「扶助費」、「公債費」が該当します。これらは支出が義務づけられた任意に削減できない経費のため、この比率が大きいほど財政構造が硬直化しているといえます。 
投資的経費 
 「普通建設事業費」、「災害復旧事業費」等が該当します。これらは、支出の効果が資本形成に向けられる経費です、義務的経費に対して、この比率が大きいほど財政構造の弾力性が高いといえ

ます。 
扶助費 
 社会保障制度の一環として、被扶助者に対してその生活を維持するために支出される経費です。 

普通建設事業費 
 道路、橋りょう、学校、庁舎等の施設の新増設等の建設事業に要する投資的経費です。 

（億円） 
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（３）目的別決算額の推移 

 総務費は総務管理費の増加などにより、前年度に対して 107 億円増加（＋3.1％）しました。 

 民生費は物価高騰重点支援給付金事業の増加などにより、前年度に対して 547 億円増加（＋4.5％）しました。 

 衛生費は保健衛生費の減少などにより、前年度に対して 290 億円減少（▲9.8％）しました。 

 

－用語解説－ 
総務費 

 庁舎管理、徴税事務、戸籍・住民基本台帳関係事務、選挙、統計調査などの経費です。 

民生費 

 年金、生活保護、各種福祉手当、各種福祉施設などの経費です。 

衛生費 

 健康診断、予防接種、公害対策、清掃施設などの経費です。 

 

 

土木費 

 道路、橋、河川、住宅、公園などの経費です。 

教育費 

 学校教育、社会教育などの経費です。 

公債費 

 借入金の元金・利子などの支払いに充てた経費です。 
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8,982 9,333 9,746 9,947 9,939 10,371 

10,744 

12,444 12,156 12,703 
1,949 

2,056 2,026 2,045 1,980 1,911 1,966 

2,124 

2,864 2,954 2,664 

3,638 

2,756 2,680 2,639 2,812 2,672 
2,670 

2,660 

2,601 2,693 2,750 

2,569 

2,544 2,544 2,500 
3,077 3,015 

3,167 

3,607 

3,367 3,449 3,636 

1,914 

2,075 2,016 2,086 
2,157 2,165 

2,210 

2,232 

2,288 2,298 2,273 
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（億円）
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４ 財政指標 

（１）経常収支比率 

 経常収支比率は市町村平均（加重平均）94.4％となり、物件費、扶助費等の増加や臨時財政対策債の減少などにより前年度に対して 1.4 ポイント上昇

しました。 

 

嵐山町

さいたま市
川越市

熊谷市

川口市

行田市

秩父市

所沢市

飯能市

加須市

本庄市

東松山市

狭山市

羽生市

鴻巣市

深谷市

上尾市

草加市

春日部市

越谷市

久喜市 幸手市

杉戸町

宮代町
白岡市

蓮田市

松伏町

吉川市

三郷市

八潮市蕨市
戸田市

和光市

朝霞市

志木市

新座市

富士見市

三芳町

ふじみ野市

入間市

伊奈町桶川市

北本市

吉見町

川島町
坂戸市

鶴ヶ島市

日高市

毛呂山町

越生町

鳩山町

滑川町
小川町

ときがわ町

横瀬町

小鹿野町

皆野町

寄居町
長瀞町

美里町

上里町

神川町

東秩父村

市 町村 計
80.0%未満 0 1 1

80.0%～85.0%未満 0 5 5
85.0%～90.0%未満 5 9 14
90.0%～95.0%未満 23 5 28

95.0%以上 12 3 15
40 23 63

凡例
団体数

合計
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※経常収支比率の全国平均は、特別区、一部事務組合等を含まない。  
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経常収支比率の推移

県内市平均 県内町村平均 県内市町村平均 全国市町村平均

（％）

－用語解説－ 
経常収支比率 

 人件費、扶助費、公債費などのように毎年度経常的に支出する経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財

源）の総額と減収補てん債特例分及び臨時財政対策債の発行額の合計額に占める割合をいいます。地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標となります。 
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市町村別経常収支比率 

 
 ※経常収支比率の全国平均は、特別区、一部事務組合等を含まない。 
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（２）義務的経費比率 

義務的経費比率は市町村平均（加重平均）51.2％となり、前年度に対して 0.9 ポイント上昇しました。 

 

 

 

 

 

 

 

市 町村 計
35.0%未満 1 0 1

35.0%～40.0%未満 0 4 4
40.0%～45.0%未満 0 12 12
45.0%～50.0%未満 14 7 21
50.0%～55.0%未満 23 0 23

55.0%以上 2 0 2
40 23 63

凡例

合計

団体数
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－用語解説－ 
義務的経費比率 
 歳出総額に占める義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）の割合を表すものです。 
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（３）健全化判断比率 
 健全化判断比率は、各市町村において「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算出、公表することとされており、「実質赤字比率」、

「連結実質赤字比率」、｢実質公債費比率｣、「将来負担比率」の４つの指標の総称です。県内市町村の各指標の状況については以下のとおりです。 

 

（３）－１ 実質赤字比率（早期健全化基準 11.25～15％、財政再生基準 20％） 
 実質赤字が発生している市町村はありませんでした。 
 
（３）－２ 連結実質赤字比率（早期健全化基準 16.25～20％、財政再生基準 30％） 
 連結実質赤字が発生している市町村はありませんでした。 
 

－用語解説－ 
実質赤字比率 

 一般会計等に赤字額がある場合に、その赤字額を標準財政規模（地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）で除した比率です。財政運営の悪化の度

合いを示す指標となります。 

 

 

 

 

連結実質赤字比率 

 全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、団体全体としての赤字額がある場合に、その赤字額を標準財政規模で除した比率です。 

 地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標となります。 

  

 

 

 

早期健全化基準 

 自主的かつ計画的に財政の健全化を図ることが必要となる基準です。 

 ４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）のうち１つでも基準値に達すると、「財政健全化計画」を策定しなければなりません。 

 

財政再生基準 

 健全化段階よりさらに悪化し、自主的な財政の健全化が困難とみなされる基準です。 

 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のうち１つでも基準値に達すると、「財政再生計画」を策定しなければなりません。 

 

 

 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額  

標準財政規模  

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額  

標準財政規模  
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（３）－３ 実質公債費比率 

（早期健全化基準：25％、財政再生基準：35％） 

 実質公債費比率は市町村平均（加重平均）5.0％となり、前年度に対して 0.1 ポイント下落しました。なお、起債許可が必要となる 18％以上となった

団体はありませんでした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
－用語解説－ 

実質公債費比率 

 一般会計等の地方債償還金に限らず、公営企業会計の地方債償還金に充てたと認められる一般会計からの繰出金や、一部事務組合が起こした地方債の償還金に充てられたと認められる負担金など、

一般会計等が実質的に負担したと考えられる公債費の額を、標準財政規模（普通交付税の基準財政需要額に計上される額を除く）で除した比率です。資金繰りの程度を示す指標となります。 
 地方債協議制度の下で、18%以上になると地方債の発行に際し許可が必要となります。 

 

 

 

 

  ※準元利償還金：公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金など、地方債の元利償還金に準ずるもの。 

 

実質公債費比率 ＝ 

(３か年平均) 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  

市 町村 計
3.0%未満 8 1 9

3.0%～5.0%未満 13 2 15
5.0%～10.0%未満 18 18 36
10.0%～18.0%未満 1 2 3
18.0%～25.0%未満 0 0 0

25.0%以上 0 0 0
40 23 63

凡例
団体数

合計
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※実質公債費比率の全国平均は、特別区を含み一部事務組合等を含まない。  
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市 町村 計
10.0%未満 25 15 40

10.0%～50.0%未満 13 7 20
50.0%～100.0%未満 2 1 3
100.0%～200.0%未満 0 0 0
200.0%～350.0%未満 0 0 0

350.0%以上 0 0 0
40 23 63

凡例
団体数

合計

（３）－４ 将来負担比率 

（早期健全化基準：350％、政令指定都市は 400％） 

将来負担比率は市町村平均（加重平均）4.2％となり、前年度に対して 0.1 ポイント下落しました。なお、早期健全化基準以上となった団体はありませ

んでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－用語解説－ 

将来負担比率 

 一般会計等の地方債残高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当の負担見込額、出資法人への損失補償や公社の負債など、当該団体が支払う可能性のある負担額（将来負担額）を標準財政規

模（普通交付税の基準財政需要額に計上される額を除く。）で除した比率です。将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標となります。 
 

 

 

 

 

将来負担比率 ＝ 

 

将来負担額－ 

（充当可能基金＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）  
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※将来負担比率の全国平均は、特別区を含み一部事務組合等を含まない。 
※将来負担額がない（充当可能財源が将来負担額を超えている）市町村はグラフを表示していない。 

20.1

53.4

9.3

0.8

15.9

18.7

25.6

46.7

4.1

26.5

0.4

18.1

0.5

11.3

36.7

13.6

25.1

53.5

43.6

17.0

43.7

25.0

5.9

24.8

15.4

1.9

76.6

38.0

15.8

10.0
8.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

さ
い
た
ま
市

川
越
市

熊
谷
市

川
口
市

行
田
市

秩
父
市

所
沢
市

飯
能
市

加
須
市

本
庄
市

東
松
山
市

春
日
部
市

狭
山
市

羽
生
市

鴻
巣
市

深
谷
市

上
尾
市

草
加
市

越
谷
市

蕨
市

戸
田
市

入
間
市

朝
霞
市

志
木
市

和
光
市

新
座
市

桶
川
市

久
喜
市

北
本
市

八
潮
市

富
士
見
市

三
郷
市

蓮
田
市

坂
戸
市

幸
手
市

鶴
ヶ
島
市

日
高
市

吉
川
市

ふ
じ
み
野
市

白
岡
市

伊
奈
町

三
芳
町

毛
呂
山
町

越
生
町

滑
川
町

嵐
山
町

小
川
町

川
島
町

吉
見
町

鳩
山
町

と
き
が
わ
町

横
瀬
町

皆
野
町

長
瀞
町

小
鹿
野
町

東
秩
父
村

美
里
町

神
川
町

上
里
町

寄
居
町

宮
代
町

杉
戸
町

松
伏
町

市町村別将来負担比率

全国平均

6.3%県平均

4.2%

市平均 4.6%

町村平均 －%

（％）



43 
 

（４）財政力指数 

財政力指数（令和 3～5年度の平均）は市町村平均（単純平均）0.73 となり、前年度に対して 0.2 ポイント下落しました。 
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市 町村 計
1.0以上 3 1 4

0.8～1.0未満 19 2 21
0.6～0.8未満 17 8 25
0.4～0.6未満 1 7 8
0.2～0.4未満 0 4 4

0.2未満 0 1 1
40 23 63

凡例
団体数

合計
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※財政力指数の全国平均は、特別区、一部事務組合等を含まない。 

 

－用語解説－ 
財政力指数 

 地方公共団体の財政力を示す指数です。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえます。通常過去３か年の平均をいいます。 
 原則、単年度で「１」以上の市町村には、普通交付税は交付されません。 
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市町村別財政力指数 

 

 ※財政力指数の全国平均は、特別区、一部事務組合等を含まない。 
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５ 将来にわたる財政負担の状況 

（１）地方債残高 

 地方債の令和 5 年度末残高は 309 億円減少（▲1.5％）し、2 兆 265 億円となりました。なお、臨時財政対策債を除いた地方債残高は 379 億円増

加（＋3.4％）し、1 兆 1,678 億円となりました。 
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地方債残高と標準財政規模に対する地方債残高の割合の推移

臨時財政対策債を除く地方債残高 臨時財政対策債残高 地方債残高／標準財政規模

（億円） （％）

標準財政規模に対する

地方債残高の割合
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借入額 公債費 地方債／歳入総額

（％）（億円）

歳入に占める地方債の割合

－用語解説－ 
標準財政規模 

 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税、臨時財政対策債発行可能額を加算した額をいいます。 

臨時財政対策債 

 地方一般財源の不足に対処するために特例として発行される地方債で、地方交付税制度にて標準的に保障されるべき地方一般財源の規模を基本に、団体ごとの発行可能額が算定されます。 
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（２）基金 

 令和 5 年度末の基金残高は 165 億円増加（＋3.2％）し、5,377 億円となりました。また、財政調整基金比率は 15.6％となり、前年度に対して

0.1 ポイント下落しました。 
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財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 財政調整基金比率

（億円） （％）

－用語解説－ 
財政調整基金 

 年度間の財源不足の不均衡を調整するために積み立てられる基金で、予期せぬ税収減や災害発生等の支出増加等への備えとなるものです。 

減債基金 

 地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取り崩されます。 

特定目的基金 

 特定の目的（公共施設の整備、市民活動の推進、スポーツ振興など）のための財産の維持または資金の積立の性質を持つ基金です。この基金は、設置された目的のためでなければ処分

することができません。 

財政調整基金比率 

 財政調整基金残高の、標準的な 1 年間の収入である標準財政規模に対する割合を表すものです。 
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（３）将来にわたる財政負担 

 令和 5 年度末における将来にわたる財政負担額は 443 億円増加（＋2.0％）し、2 兆 2,725 億円となりました。また、標準財政規模に対する割合

は 142.8％となり、前年度に対して 0.2 ポイント下落しました。 
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（億円）

将来にわたる財政負担額

－用語解説－ 
将来にわたる財政負担額 

 地方債残高に債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額を加え、基金残高を差し引いた額です。 
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第２編 公営企業 

１ 地方公営企業の事業数  

地方公営企業の事業数は、225 事業となっています。 

事業別においては、下水道事業が最も大きな割合を占めており、以下、水道事業、宅地造成事業の順となっています。 

             

下水道事業

102

(45.3%)

水道事業

（簡水含む）

56

(24.9%)

宅地造成事業

27

(12.0%)

病院事業

10

(4.4%)

その他

30

(13.3%)

地方公営企業の事業数
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２ 決算規模の推移 

決算規模は 4,832 億円で、事業別では水道事業が最も大きな割合を占め、以下、下水道事業、病院事業、宅地造成事業の順となっています。 
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（億円） 【合計】
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３ 他会計繰入金の推移 

 他会計繰入金の総額は693億円で、このうち基準内繰入金は436億円、基準外繰入金は257億円となっています。繰入金総額に対する基準外繰入金の割合

は、37.1％となっています。 

    
     

367
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基準外繰入金の推移

下水道事業 宅地造成事業 病院事業 水道事業（簡水含む） その他

（億円）

繰入金総額に対する
基準外繰入金の割合

（％）

－用語解説－ 
他会計繰入金 

 一般会計等の他会計から負担、補助、出資等の方法により繰り入れられるものです。 

基準内繰入金 

 受益者負担の原則になじまない経費に対し、総務省が定めた基準に基づいて繰り入れられるものです。具体的には、水道事業における消火栓設置経費や、下水道事業におけ

る雨水処理経費などがあります。 

基準外繰入金 

 各地方公共団体で独自に繰り入れているものです。 
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４ 経営状況 

経営状況は全体として 197 億円の黒字となっています。事業別にみると、水道事業、下水道事業及び宅地造成事業など黒字で推移しています。一方、病

院事業は 今年度から赤字となっています。 
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５ 主要事業の経営指標 

（１） 経常収支比率【水道事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

※全国平均は、令和 4 年度数値。 

※全国平均、県平均とも簡易水道事業を含まない。 
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－用語解説－ 
経常収支比率 
 経常費用に対する経常利益の割合を表すもので、この数値が 100%以上の場合は単年度黒字を、100%未満の場合は単年度赤字を表すことになります。特別損益が除かれているた

め、企業の経常的な活動における収益性を表すものです。 



57 

（２）経常収支比率【病院事業】 

 

                                                                                     ※全国平均は、令和 4 年度数値。    
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※全国平均は、令和 4 年度数値。 
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－用語解説－ 
法適用事業・法非適用事業 

 法適用事業とは、地方公営企業法を適用し、企業会計（複式簿記）によって経理が行われている事業をいいます。 

 法非適用事業とは、同法を適用せず、官公庁会計（単式簿記）によって経理が行われている事業をいいます。 

※全国平均は、令和 4 年度数値。 
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（４）料金回収率【水道事業】 
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 水道事業の料金回収率は県平均 99.5％となり、前年度(99.0%)に対して 0.5 ポイント上昇しました。 
110.0%以上

100.0%～110.0%未満

90.0%～100.0%未満

80.0%～90.0%未満

80.0%未満
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凡例 団体数

4
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5

※空白は水道事業を実施していない市町村。 

※東秩父村は簡易水道事業のため対象外。  
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－用語解説－ 
料金回収率 

 給水にかかる費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標です。料金水準等を評価することが可能です。この回収率が高いほど料金の収益性が良く、100%を

下回っている場合、給水にかかる費用を給水収益以外で賄っていることを意味します。 

 

※全国平均は、令和 4 年度まで。 

※全国平均、県平均とも簡易水道事業を含まない。 
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 ※全国平均は、令和 4 年度まで。 
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団体別料金回収率 
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※全国平均は、令和 4 年度数値。 
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（５）医業収支比率【病院事業】 
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 病院事業の医業収支比率は県平均 84.3%となり、前年度(85.0%)に対して 0.7 ポイント下落しました。 

※空白は病院事業を実施していない市町村 
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－用語解説－ 
医業収支比率 

 病院の本業である医業活動から生じる医業費用に対する医業収益の割合を表します。医業費用が医業収益によってどの程度賄われているかを示します。財務活動を除いた本来の

医業活動における経営状況を判断するものです。 

 ※全国平均は、令和 4 年度まで。 



65 

 

団体別医業収支比率 

 

 

                                                 

 

 

79.7 

86.3 

93.9 

83.1 82.6 

88.4 87.5 

81.2 

89.4 

78.8 

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105

110

さ
い
た
ま
市

川
口
市

秩
父
市

所
沢
市

東
松
山
市

春
日
部
市

草
加
市

越
谷
市

蕨
市

小
鹿
野
町

(％)

※全国平均は、令和 4 年度数値。 

全国平均 

(90.9) 

県平均 

(84.3) 



66 

（６）経費回収率【下水道事業】 
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 下水道事業の経費回収率は県平均 94.4%となり、前年度(92.7%)に対して 1.7 ポイント上昇し

ました。 

※地図は公共下水道事業の経費回収率。 

※空白は公共下水道事業を実施していない市町。 
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－用語解説－ 
経費回収率 

 使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標です。使用料水準等を評価することが可能です。数値が 100%を下回っている場合、汚水処理に係

る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味します。 

※全国平均は、令和 4 年度まで。 

※全国平均、県平均とも全ての下水道事業を含む。 
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特定環境保全公共下水道 

－用語解説－ 
特定環境保全公共下水道 

 公共下水道のうち市街化区域（市街化区域が設定されていない都市計画区域にあっては、既成市街地及びその周辺の地域）以外の区域において施設を整備する事業をいいます。 

 

※全国平均は、令和 4 年度数値。 
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農業集落排水施設 

－用語解説－ 
農業集落排水施設 

 農業用用排水の水質保全に寄与するため、農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水、汚泥又は雨水を処理する施設を整備する事業をいいます。 

※全国平均は、令和 4 年度数値。 
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特定地域生活排水処理施設 
(市町村設置型浄化槽) 

－用語解説－ 
特定地域生活排水処理施設 

 生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、浄化槽を整備する事業をいいます。 

※全国平均は、令和 4 年度数値。 
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